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中国 ｢民工潮｣の所得格差縮小効果に関する計量分析

大 西 広

は じ め に

中国のような大きな国にとっては地域格差問

題はどうしても避けることができないが,改革

開放以降,その格差が拡大したのか縮小したの

かについては異なる見解が並立している｡ もち

ろん,一般には改革開放以降の沿岸部中心の発

展は内陸部との格差を拡大する要因として捉え

られる (たとえば,董 [1992],加藤 [1995,

1996],史 [1995])が,一方,省別ないし地区

別の所得の相対格差はとくに最近年では縮小し

ているとの報告もある (たとえば,揚 [1991],

貌 [1992],渡辺他 [1995],Gundlach【1997])｡

したがって,中国地域格差問題に関するこれか

らの研究はこれら2つの見方に対する何らかの

統一的な見地を提供するものでなければならな

い 1)｡

この点で,筆者が注目するのは,農村から都

市への労働力の移動であり,不法就労を除き,

現在は民工潮と呼ばれているものである｡ これ

は,その移動の原因に地域格差があるだけでな

く,都市での稼得の一部の農村-の送金による

格差縮小効果や農村の過剰人口の一部排出によ

る一人当り所得の都市/農村間縮小効果など格

差-の反作用を含んでいる｡ また,逆に,こう

した民工潮の都市-の進出が人々特に都市住民

に格差の問題をより強く印象づけたという問題

もある｡ この意味で,本稿は民工潮に注目し,

これらの諸メカニズムを内生化した計量経済モ

1) 戴 [1997a]は各種の統計量を駆使し,この両者の傾

向の関係をよく整理している｡そこでは改革開放以降,

変動係数で見た省 ･自治区 ･直轄市間の格差の縮小傾向

が90年代に入って運転している様子が示されている｡

デルを構築する｡もちろん,李 ･胡 [1991],

孟 [1993],加藤 [1994],箕 ･召 [1995],山

本 [1996],Qian[1996],厳 [1997],戴 [1996,

1997b]など民工潮に関する研究は多いが,戟

[1996,1997b]のみを唯一の例外として上記

のような地域格差に対する効果をモデルによっ

て解明するというようなものではなかった｡こ

れまで必ずしも計量経済分析が中国研究者で多

数でなかったこと,あるいは分析データの不足

がその原因であろうと思われる｡ しかし,非常

に制約の大きいデータではあるが,筆者は1995

年の中国国家統計局農村社会経済調査総隊-の

訪問で送金のデータを入手することができるな

ど,データの制約は少しずつ緩くなって来てい

る｡ また,中国経済に対する計量経済学的研究

も近年急速に増えて来ている｡ 民工潮について

も計量経済モデルが構築されるべき時期が来た

と筆者は考えている｡

そこで,本稿で示すわれわれの ｢民工潮モデ

ル｣は,おおよそ次のような基本方針の下で構

築された2)｡

まず第一に,民工潮の発生メカニズムとその

地域格差への効果に絞ったモデル化を行ない,

中国経済に関するそれ以外のメカニズムの表現

はできるだけ抑える｡モデルの繁雑化を防ぎ,

可能な限りシンプルな分析とするのが目的であ

2) こうした国内労働力移動を直接に内生化したモデルと

しては,ガンビアを対象にRadelet[19931が構築したも

のがある｡これも国内労働力移動を都市と農村の所得比

の関数とするもので,われわれのモデルの先行研究と呼

べるものである｡ただし,世界各国のマクロ･モデル

229個を集めたUebe【1995】のマクロ･モデル集の中で

このような国内労働力移動を内生化したものは,ただこ

の Radeletのものひとつであった｡いかにこの分野の

試みが遅れているかが分かる｡
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る｡

次に第二に,地域分割は ｢都市｣と ｢農村｣

との2分割とし,行政的な区分を用いない｡こ

れは,同一省内での労働力移動 も考慮する必要

があるからであるが,現実に流出している労働

力がほぼ農民であるという事情にもよっている｡

さらに第三に,連立方程式モデルとして構築

するものの,入手できた各データの期間が短 く,

また不揃いであるため,やむなく同時方程式推

定ではなく,OLSやARlといった個別方程

式の推定とした｡今回のモデルのような小さな

ものは普通,同時方程式推定をする必要がある

が,全データの完全に揃 う期間が1986-1991年

というところに限られ,データ不足で同時方程

式推計が不可能となるからである｡ もちろん,

この限界からモデル作成それ自身を諦めるとい

う方法もあるが,今後データが揃った段階で再

推計することも可能かと考え,プロトタイプ ･

モデルとして一旦構築することとしたものであ

る｡

なお,そうしたOLSやARlの個別方程式

推計では,決定係数,各パラメーターの t値,

ダービン･ワトソン比によるテス トを基本とし,

不均一分散への対処のため線形推計ではなく対

数線形での推計を基本とした｡対数線形ができ

ない方程式に関 しては,Breusch-Pagenテス

トを行っている｡ また,全般にデータ不足から

自由度が不足 しているので,推計期間を比較的

長 くとれるもののみチョウ検定をすることとし

た｡

そこで本稿では,まず第 1節において,モデ

ルの構造と推計結果を説明し,第2節において,

2020年までの予測を,そして最後の第3節では,

予測期間に関して,民工潮のあるなしの効果の

違いに関する,あるいは都市失業率の大小の影

響に関するシミュレーション結果を示す｡

Ⅰ モデルの基本方程式と推定

それでは,こうした民工潮のそれぞれのメカ

ニズムを順にモデル化し,それぞれの方程式の

推計結果を示 していこう｡

1) 国内労働力移動関数

まず,本 モデルで最 も重要 な労働力移動

(〟JC)については,この分野でスタンダー ド

となっている Harris&Todaro[1970】の形で

関数推定をすることとした｡Harris&Todaro

[1970]の定式化は,新規の労働力純移動 (〟JG

-MIG-1) が移動元 (農村)の平均所得 Wr,

移動先 (都市)の平均所得 Wu,移動先の失業

率 (都市地域失業率)Uを用いると

(1-U)Wu-Wr

の関数として表されるというものである3)｡言

うまでもなく,(1-U)Wuは移動先で得 られ

る期待所得を表 し,それと現在 (移動元)の所

得 Wrとの大小関係で新規の労働力純移動が

決まるとの定式化である｡ ただし,我々の推計

では移動先期待所得と現在の所得との差の関数

としてではなく,その比の関数とした｡また前

述のような趣旨から対数線形を採用 し,次のよ

うな結果を得た｡

1) OLS推計

ln(MIG-MIG_1)-3.862+0.99405
(3.84) (0.93)

ln((1-UR)*WAGEU/WAGER)
R2=O.oooo S.E.=0.322

DW-0.536 (1980191)

2) ARl推計

In(MIG-MIG_1)-1.804+3.39475
(1.50) (2.52)

ln((1-UR)*WAGEU/WAGER)

[+0.413*AR(1)]

R2=0.3739 S.E.=0.205

かIy-1.199 (198ト91)

第1の方程式で見るようにOLS推計では決

定係数が非常に悪い上,誤差項の系列相関が強

く認められるので,誤差項に1階の系列相関を

仮定したコクラン･オーカット法推定をしたの

が第2の方程式である｡ おそらくデータの正確

性などが原因してダービン･ワトソン比の不十

分さが残っているが,関数特定化の理論的基礎

3) 所得格差要因が中国民工潮の決定要因として有意であ

ることは,戴 [1996]によって確認されている｡
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に信頼を置いて第2の方程式をここでは採用す

ることとした｡

なお,農村から都市への労働力移動数のデー

タは通常の統計書から得られるものではない｡

ここでは,山本 [1996]に掲載の韓 [1995]の

1980-1991年期間のデータを利用しているが,

ほぼ同じ期間についての筆者自身による推計と

類似の系列となっており,その信頼性は高いと

思われる4)｡また,Wu,Uのデータはそれぞ

4) 筆者による推計は,中国建設都城鋲建設経済研究所調

査に基づく次の第1表 (李 ･胡 [1991]p.97-8に掲載)

から行ったものである｡この表中の数字が空白の部分は

前後の数字から同一伸び率の仮定の下で推計し (1980年,
1989年など両端年の推計は直近の伸び率で延長した),
全25都市の合計を中国全土の移動労働力人口としたもの

である｡この推計結果と韓 [1995]の数字は次の第2表

に併記したが,ほぼ同じ動きをしていることがわかる｡

ただし,それを絶対量でみると,25都市のみを対象とし
ている大西推計の方が少なくなっており,また95年時点
で8000万人との単年度推計 (細川 [1997])があること

からすれば,この数字の補足率も半分以下と言える｡こ

の意味では,本モデルによる民工潮の所得格差縮小効果

は低めの推計となっている｡

第1表 中国25都市における流入人口の推移 (万人)

1980 1981 1984 1985 1986 1987 198

8 1989上 海 3030.6 62 75295 110 111 115 124.6 60.8130北 京

3919 90 川5 131天 津
50.4 57.1 86.180 11

2.9沈 悶 27 31.4

60 53.75武 況 25 35 50 65 120｢ 什 4316ll17614川川98746867 502220 62 88484351172728253125161

5232119 100 11767.4545.5929.5413.64暗幕浜重 庚南 京西 安大 達成 都長 春太 原済 南青 島扶 順鞍 山三 州都 州昆 明杭 州位 沙南 昌書 林 16.48.215 17.04023.913304.8 20.049.953.526.131.8406.6 23.53835.83;.i50.39川7.3

綜合値 100.2 327 258.5469.5175.1609 700.47

392.19資料来源 :①部分城市流功人口凋査表 / 3れ ｢中国統計

年鑑｣から,｢城鎮集体単位職工平均工資,年間｣と ｢城市失業率

｣を使い,Wrについては,｢農民人均収入｣のデータを
｢中国統計年鑑｣と拓殖大学 ･中嶋 [199

4]から取った｡2) 送金関数労

働力は農村から都市に流れるが,賃金の一部

は出身地の親族に逆流する｡ これが ｢民工潮｣によ

る都市一農村間の2種類の流れであるから,

われわれが労働力移動に次いで取り扱うべき

は送金 (REMIT)である｡ そして,移動労働者-人当たりの送金は都市での

期待賃金の関数と

した｡計算結果は以下のとおりであり,OLS推計での∂Ⅳ比が悪

いため,ARl推計を採用している｡1) oLS推計InREMIT=-4.516

(-5.13)+0.884221n((llUR)*WAGE
U)(

7.43)R2=0.8575 S.E.

=0.136かIγ-0.841

(1985-94)2) ARl推計＼

②｢州上海流功人口研村会会淡泊文⑦各秤根

刊奈志及統汁弔籍(李 ･胡編 『流動人口対大域

市発展的影響及対策』経済日報出版社,1991年,9

7-8ページより)第2表 中国全土移動労働力推計の比較
(単位:万人)

年大西推計韓[1995]の数字
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lnREMIT= 16.72
(-5.41)

+1.172321n((1-UR)*WAGEU)
(7.15)

[+0.311*AR(1)]

R2=0.8775 S.E.=0.102

かIy-1.683 (1986-94)

ここでまず注目したいのは,OLSからAR

lに推計法を変えることで説明変数のパラメー

ターが変化し,1を下回るものから上回るもの

に変わっていることである｡ このパラメーター

は送金の期待賃金に対する弾力性を表わすから

大きな意味を持っている｡ 誤差項の系列相関に

関する考慮によって1を上回るパラメーターが

計測された｡

なお,この送金額のデータは上記の労働力移

動以上に入手の困難なものであった｡しかし,

筆者が本モデルの構想を固めたのはそのデータ

の入手の見通しを95年に得ることができてから

であって,それはこの方程式の推定が本モデル

においてどうしても必要であるからである｡ 統

計書に全く現れて来ないこのデータの存在が国

際的に (おそらく初めて)公開されたのは95年

の第50回国際統計学会大会 (於北京)での中国

国家統計局農村社会経済調査総隊の報告におい

てであって,その分科会に参加したことからそ

の後の努力でなんとか入手させていただくこと

となった｡ 当総隊長の鮮阻徳氏にはその便宜を

計っていただき大変感謝したい｡また,そのよ

うな貴重なデータであるので,以下に特に示し

ておきたい｡

(単位 :元/月･人)
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3) 農民収入 (農村地域所得)関数

ところで,以上で導かれた送金は農村に移転

されて農民の所得の一部を構成することとなる｡

また,人口の農村から都市への移動それ自体,

農村人口を減少させて農村 (農民)の一人当た

り所得の改善をもたらすという効果がある｡ そ

こで,農民の一人当たり所得 (Wr)は,(第一

次産業総生産 (QA)+送金総額)/(農村農業人

口(POPAR)-労働力流出)の関数として説明

することとした｡下記の方程式では一人当たり

月額送金額を年額に換算する為に移動労働力や

年当たり月数 (12)や元一億元の換算係数

(1/1000)をかけ,さらに一期前のものをとっ

て説明変数としている｡ DW比,決定係数,i

値とも問題がない｡また,本稿冒頭で述べたよ

うに誤差項の分散不均一を避けるために一般に

対数線形推定を志向しているが,本方程式では

線形推定をしているため,誤差項の分散不均一

性のテストをBreusch-Pagan検定として行っ

た｡この式においては分散不均一を対立仮説と

して Breusch-Pagan統計量が0.64433となり

P値が0.419となったので,この対立仮説は棄

却｡よってこの式はこの点でも採用するに足る

ことがわかる｡

WAGER-103.163+3868.80*
(3.63) (16.50)

(QA_1+REMIT_1*MIG_1*0.0012)/
(POPAR_1-MIG_1)

R2=0.9819 S.E.=14.36

DW-1.5301 (1986191)

なお,ここで被説明変数とされるべきは本来

農村地域一人当り所得であるが,このデータを

取れなかったため,農民の平均収入をとってい

る｡ 民工潮として流出するほぼすべての労働力

が農民の出身であること,流入先はほぼ必ず非

農業であることからこのようにしている｡ また,

農村農業人口は ｢中国統計年鑑｣の ｢農村地域

農林牧漁業労働力人口｣を使った｡

4)都市平均賃金関数

他方,都市の平均所得に村しては農村からの
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労働力流入はマイナスの効果をもたらす｡それ

をここでは,外生的に増大する (この仮定自体

に問題がないわけではないが)第二,三次産業

総 生 産 (QNA) を (非 農 業 労 働 力 人 口

(POPNA)+流入人口 (MIG))で ｢山分け｣

するという考え方から,QNA/(POPNA+

MIG)を説明変数とした｡推計方程式は以下

に示しているが,データのある全期間 (198ト

1991年)で βⅣ比,自由度修正ずみ決定係数,

t値ともに良好な結果が得られている｡

lnWAGEU=8.00773
(311.5)

+1.01492*ln(QNA/(POPNA+MIG))
(42.55)

R2=0.9636 S.E.=0.029

DW-1.4663 (1981191)

なお,第二,三次産業総生産 (QNA)は,

｢中国統計年鑑｣から,非農業労働力人口

(POPNA)は ｢中国統計年鑑｣の ｢非第一次

産業労働者人数｣を採用した｡

ⅠⅠ 外生変数の想定と予測

1) 人口に関する想定

以上で本モデルの基本的な方程式群を説明し

たが,我々が予測やシミュレーションでモデル

を動かす際には更にもうひとつの方程式が付加

される｡ それは,非農業労働力人口についての

もので,下に見 るように,それを (全人口

(POPTOTAL)-農村農業人口 (POPAR))

で線形でOLS推定をした｡ここで,(仝労働

力人口ー農村農業人口)を説明変数としなかっ

たのは全人口の将来予測値がかなり信頼性の高

いものとして得られるからである｡ 我々の場合

はそれをBos,etal.[1994]を基本として使用し

た｡ただし,直近1995年のBos,etal.[1994]の

予測値と現実値との違いを考慮し,それに見合

う調整は行っている｡

しかし,他方で (全労働力人口-農村農業人

口)であれば本来 (回帰方程式ではなく)定義

式で導かれる被説明変数 (非農業労働力人口)

であるため,ここでの推定は対数形ではなく線

5

形でおこなった｡そして,そのために誤差項の

分散不均一が生 じないかどうかは Breusch-

Pagan検定でチェックすることとした｡

以上のような方法で非農業労働力人口の将来

値を予測するが,その際にさらに問題となるの

は,説明変数側に残る変数としての農村農業人

口の将来推移をどう設定するかである｡ そして,

これについては農村内部での職業移動によって

2%平均で減少するものとした｡この ｢2%｣

という数字は1993-94年の2年間の平均減少率

である｡

また,もうひとつの問題はここでの方程式推

定が全期間について安定的であるかどうかとい

う問題である｡ 本稿冒頭において本モデル推定

上の基本的な方針を述べたが,チョウの構造変

化テストは本モデル各方程式の推定期間が短い

ために一般的には行っていない｡ただ,本方程

式のみに関して言えば,両辺とも1978-1996年

というやや長い期間の仝データが入手されたた

め (｢中国統計年鑑｣より｡ 一部推計)連続

チョウ･テストを行った｡結果は1989年に構造

変化があったというもので,この時のチョウ統

計量は4.17,P値は0.036で 5%水準で有意

となった｡そのため,われわれの実際の推定は

1989-96年期間を対象に行ない,その結果は以

下に示した｡自由度修正済み決定係数,g値,

βⅣ比もほぼ良好で,かつ Breusch-Pagan統

計量が1.27,そのP値は0.259で誤差項の分

散不均一という仮説は棄却された｡

POPNA=-49801.5
(-30.22)

+0.895553*(POPTOTALIPOPAR)
(46.05)

R2=0.9967 S.E.=192.3

かIγ-1.3465 (1989-96)

なお,以上の5本の推定式が我々の本論文に

おけるすべての方程式体系である｡したがって,

これらが ｢体系｣としてよく現実を追えている

かが次に問題となるが,それは本モデルのデー

タが完全に揃った1986-91年期間の最終テスト

の結果で示すことができる｡ 最終テストにおけ
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第 1図 内挿テストの結果
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WAGEU

POPNAる各変数の平均絶対誤差率は,MIGが2

.81%,REMIT が 9.07%, WAGER が 1

.73%,WAGEUが2.02%,POPNAが1.97

%となり,REMIT (送金)を除いて非常に

良い結果となった｡これら5変数の追跡度は次の第1図で

示

した｡2) その他の外生

変数の想定上記以外での外生変数としては,

第一次産業と非第一次産業の総生産,そして都

市失業率がある｡ まず,第一次産業の総生産で

あるが,これは中国科学院生態環境研究センタ

ーの食糧生産予測を利用して将来の外生値を与

えている｡これは国内耕地面積の予測など客観的な農業生 7

1リ

L)1産制約が存在し,それがその生産増

の規模をかなりの程度に規定するものと思われ

るからである｡ 具体的には,入手した1992年から1

996年までの実際の食糧生産の増加率に対す

る第一次産業総生産の増加率の比を固定し,そ

の後の食糧生産の伸び率に関する中国科学院生

態環境研究センターの予測から今後の第一次産

業総生産の推移を割り出した｡また,非第一次

産業の総生産 (名目)に関しては,1978年の改

革開放以降1994年までの実際の平均増加率17.8%で延長し

ている｡さらに,都市失業率については,

現在の国有企業改革で上昇傾向にあり,1997年の

3.1%から1998年には3.5%になるとの予測が
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第3表 2020年までの予測結果

1991年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

｢民工潮｣純増(万人)140.0000 284.2562 302.3770 319.6917 259.1071 217.3364 186.3702

｢民工潮｣累積数(万人)1,717.00 3,038.93 4,061.25 5,840.72 7,248.81 8.415.35 9,405.04

送金 (元/月･人) 6.89000 18.6868 36.1056 80.5291 184.3278 430.4365 1,023.89

所 得 格 差 2.63355 3.16988 3,22772 3.29475 3.09029 2.92756 2.78642

1995/ 2000/ 2005/ 2010/ 2015/ 2020/
1991年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

｢民工潮｣純増数増加率 (%)

｢民工潮｣累積数増加率 (%)

送金額(元/月･人)増加率(%)

所 得 格 差 変 化 率 (%)

4

3

3

7

9

5

8

4

1

1

2

ウ山
0

1

4

1

6

4

0

1

1

5

4

4

1

7

7

0

1

-4.1 -3.5 -3.1

4.4 3.0 2.2

18.0 18.5 18.9

-1.3 -1.1 -1.0

によっても行なわれている｡ そこで,ここでは

この3.5%という水準がそのまま持続するとい

う想定をした｡もちろん,さらに上昇する可能

性もあるが,それはシミュレーションの形で検

討することとした｡

3) 民工潮に関する将来予測

さて,以上のように外生変数の想定を決める

と次はそれを使っての予測作業となる｡ ここで

は2020年までの期間についてこの作業を行うこ

ととし,また最も重要と思われる次の4つの変

数の将来の系列を計算することとした｡その変

数とは,民工潮純増,民工潮累積数,送金,所

得格差であり,民工潮純増は〟JC-〟JC-1,
所得格差は WAGEU/WAGERで定義してい

る｡これらの計算結果は次の第3表に示されて

いる｡

そこで,その結果を検討すると,まず,所得

格差が当初拡大基調にあるものが2005年頃を境

に縮小の方向に転 じ,Williamson[1965]の言

う所得格差の ｢逆U字型曲線仮説｣が示されて

いる｡ これは沿岸/内陸間の一人当たりGDP

の格差 (比)が2000年まで拡大し､その後縮小

するとする張 ･呉 [1995]の主張と符号し,罪

常に興味深い｡もちろん,こうした計算結果も,

基本的な農業生産や非農業生産の外生的予測値

に依存するが,増大する民工潮の持つふたつの

所得格差縮小効果- 送金の効果と農村人口縮

小-都市人口拡大の効果- にもよっている｡

ところで,この予測において民工潮の純増は

前節の労働力移動関数にあるように所得格差の

縮小によって縮小するので,(絶対量としては

増大するものの)民工潮累積数の伸び率は急速

に縮小するようになっている｡ 現在進められて

いる国有企業の人員整理がもし非常に大規模な

ものとなり,それが都市の雇用吸収力を縮小さ

せるとするなら,このような伸び率の減少はさ

らに明確なものとなるであろう｡ ただし,2020

年時点の民工潮累積数が95年時点の3倍になっ

ているという数字にも意味がある｡ 注4)で言

及したように95年時点ですでに民工潮累積数が

8,000万人に達しているとすると,これは2020

年時点で 2億4,000万人に達する-全人口の5

分の1に達するということになるからである｡

なお,送金額の予測値は非常に高い伸び率を

示している｡ これは平均国民所得の急速な増大

を反映したものと考えられる｡

ⅠⅠⅠ 政策シミュレーションの結果

1) 民工潮の効果

最後の本節では,民工潮と失業率の経済-の

影響度をシミュレーション･テストによって検

討する｡ そして,この内,民工潮の効果をシ

ミュレーション期間における追加的な民工潮の

都市流入が ｢あり｣と ｢なし｣とでどう違うか

を見ることによって調べたのが次の第4表であ
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第4表 内挿期間における ｢民工潮｣の効果

(｢民工潮あり｣のケースと｢なし｣のケースを比較)

都市平均賃金 (単位:元/年)

年 民工潮あり 民工潮なし 差 比率

8

8

5

9

9

7

3

5

1

6

6

2

2

2

7

1

3

6

9

0

4

0

5

4

0

2

4

6

6

9

1

1

1

1

1

1

6

7

8

9

0

1

8

8

8

8

9

9

9

9

9

9

9

9

1

1

1

1

1

1

1,100.19

1,219.16

1,478.45

1,646.65

1,709.18

2,025.14

-7.81 100.7

-16.58 101.4

-31.30 102.2

-44.96 102.8

-55.49 103.4

-78.87 104.1

農村農民平均所得 (単位:元/午)

年 民工潮あり 民工潮なし 差 比率

1986 437.14

1987 466.62

1988 520.94

1989 596.18

1990 632.96

1991 716.88

437.14

464.78

516.71

588.15

621.73

701.42

.00 100.0

1.84 99.6

4.24 99.2

8.03 98.7

ll.23 98.2

15.46 97.8

所 得 格 差

年 民工潮あり 民工潮なし 差 比率

1986 2.4989 2.5168

1987 2.5772 2.6231

1988 2.7779 2.8613

1989 2.6866 2.7997

1990 2.6126 2.7491

1991 2.7149 2.8872

-.0179 100.7

-.0459 101.8

-.0833 103.0

-.1131 104.2

-.1364 105.2

-.1723 106.3

る｡

この表では1986年から1991年までの内挿期間

について民工潮の有無が都市と農村の所得に及

ぼす影響に注目しているが,民工潮は都市にお

ける労働力需給の緩和で都市平均賃金を押し下

げ,逆に農村地域では農地/農業労働力比の改

善で農民所得の上昇に寄与する｡ この表では6

年のシミュレーション期間を通じて前者は4%

程度,後者では2%程度の効果があること,し

たがって両者合わせて 6%程度の所得格差

(WAGEU/WAGERで定義)の改善効果が

｢6年｣というタームで民工潮にあることが示
されている｡ この数字はかなり大きなものでは

ないかと筆者は考える｡

もっとも,本来,労働力の農村-都市間移動

9

は農業の集約度を押し下げて農業生産 (第 1次

産業総生産)QAにマイナスの効果があり,ま

た都市では労働投入の増加による工業生産 (非

第1次産業総生産)QNAにプラスの効果があ

るが,そのメカニズムは本モデルに内生化され

ていない｡この意味では第4表の推計は過大と

も言えるが,他方注4)で見たような意味では

過少である可能性もある｡

他方,次の第5表は上と同じ効果を2020年ま

での外挿期間について計測したものである｡ こ

こでももちろん,都市/農村の所得に対する効

果の方向は同じであるが,農村農民平均所得-

の効果が都市平均賃金への効果よりも大きく

なっているのが特徴的であり,第4表と異なっ

ている｡過去の効果とは違って将来における民

工潮の所得格差縮小効果は農村農民所得により

大きいことが示されている｡19年間の追加的労

働力移動はそれがなかった場合より農村農民所

得を1.5倍に引上げる効果を持ち,それがな

かった場合に5倍近くに拡大する所得格差を長

期的には3倍以内に押し止める｡ この最右欄,

｢所得格差｣の欄は前節で述べた将来における

所得格差の縮小が単にQA (第 1次産業総生

産)やQNA (非第1次産業総生産)の想定に

よるものではなく,民工潮の効果によるもので

あることを示している｡ ここ数年も含めて改革

開放以降の中国の所得格差拡大の傾向は非常に

憂慮すべきものであるが,それはこの意味にお

いて個人単位の格差であって第 1次産業/非第

1次産業間 (ないし都市/農村間)の格差では

ない可能性がある｡

2)失業率の影響

ところで,前節 ｢予測｣のところで述べたよ

うに,今後の民工潮の推移には期待所得を通じ

て都市失業率の影響も生じうる｡ そこで最後に

1999年以降の失業率が5%に上昇し続けるとし

た場合の効果をシミュレーションによって計測

した｡次の第6表がその結果を示しているが,

ここで1999年以降をシミュレーション期間とし

たのは,1998年の失業率が陳錦華国家計画委員



調査と研究 第14号 (1997.10)10

珊S 掛主i寸咽｣●

H l E I H l l l F l l F T T T T T T T T T T T T TT] 平

零ミ廷千古 H

吐f

二二＼ヰ昏

軍

H【屠

顔-

蘇＼層 軒

義

轍]

J

▼･...1

T.･.1 †

.一 ▼-1塑? I寮悲?長
野
出i ▼･..1 ▼･.1 ▼..1 ｢.1 ｢-1 N N N

牡 _S>す昏亜堪十rI 軍1一

考噸堵-＼層

工

蟹堵-

I...1 '..一 '..1 r-1 -.■ N N Cつ CY') 寸鮮主三相

｣

l lT T T T TH FT T T 竿 = =-= ニ =- 3 ニ ニ =- ニ 三 三 芸 芸 ニ cqcc- =-
ー r F

E ー r r F r r r r ー r T T T

過

辛

-こき帝顔

餌虫'
甘-

育

【田丁..･■†̀一

三二＼
iE
ヒエ_神
す官
軍
日



ll中国 ｢民工潮｣の所得格差縮小効果に関する計量分析

咲 執主i棚｢く1

I I l l l r l l l l l l l ll l l l l I I I

香Q

(

-ヒ＼63潤S壁丁妄 盲

eL

nPく1ートe

盟CY-)掛

掛

義潤

r<1

<き

咲〕繁6)( -トQ盲ミa畔咲義 く)LL? cy3 1寸 寸 tが Lr)

l_′つ Uつ くエ> tD (.D (.D 亡.- トー 亡- 亡- CO C

に)CO CO OO Cb 03ー

く1
七､

出
f｣ Q盲

ミ( ⊂)L∫つぐつ.鮮酢
義轍∃

tS ▼･...1 ▼･...1 T
.･..1 T.･..1

▼･...1 ▼･...1咲香 rく1

-ト(Q
dR

空P
覚

｢

盲尺

Lrl

rく
)
寮ート
He



12 調査と研究

会主任によって3.5%と予測されていること

(1998年 3月記者会見),またしかし,その後

は現在の末路基改革によってさらに上昇する可

能性があるからである｡ そして,この結果で興

味深いのは民工潮の純増加数-の影響が当初拡

大するも時間の経過の中でその効果が消えて

いっているということである｡ シミュレーショ

ン期第22期日の2020年にはほとんど失業率変動

の効果はなくなっている｡ つまり,都市失業率

の上昇はしばらくの間労働力移動に抑制的に働

くが,この抑制効果はその後消える｡ これは労

働力移動の抑制が所得格差の拡大をもたらし,

その結果再び民工潮のプッシュ要因として作用

するからであろう｡この所得格差の拡大効果は

小幅ではあるものの第6表の右欄で示されてい

る｡

以上,本稿では小型の連立方程式モデルを構

築して中国民工潮に関するいくつかの分析と予

測を行い,それが都市/農村間の所得格差の縮

小に大きな役割を果たしうることを示した｡も

とより,とはいっても無秩序な移動は社会の混

乱を引き起こす｡最近では地方の小都市の戸籍

を ｢都市戸籍｣とし,都市-の人口移動を地方

小都市レベルに抑制しようとの動きも見られる

が,こうした秩序ある人口移動への誘導が求め

られている｡
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中国民工潮モデル (KYMIN-Model)の方程式体系

(1) 国内労働力移動

ARl ln(MIG-MIG_1)-1.804+3.39475ln((1-UR)*仰視GEUnVAGER)[+0.413*AR(1)]
(1.50) (2.52)

R2-0.3739 S.E.-0.205 DW-1.199 (1981-91)

(2) 送 金

ARl lnREMIT- 16.72+1.17232*ln((llUR)*WAGEU)[+0.311*AR(1)]
(-5.41) (7.15)

R2-0.8775 S.E.-0.102 DW-1.683 (1986194)

(3) 農民所得

OLS WAGER-103.163+3868.80*(QA_1+REMIT_1*MIG_1*0.0012)/(POPAR_1lMIG_1)
(3.63) (16.50)

R2-0.9819 S.E.-14.36 DW-1.5301 (1986191)

(4) 都市平均賃金

OLS lnWAGEU-8.00773+1.01492*ln(ONA/(POPNA+MIG))
(311.5) (42.55)

R2-0.9636 S.E.-0.029 DW-1.4663 (1981-91)

(5) 非農業人口

OLS POPNA--49801.5+0.895553*(POPTOTAL-POPAR)
(-30.22) (46.05)

R2-0.9967 S.E.-192.3 DW-1.3465 (1989196)

POPTOTAL

POPAR

POPNA

MIG

REMIT
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WAGER
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QNA

(変数リスト)

全人口

農村農業労働力人口

非第1次産業労働者人口

国内労働力移動 (累積数)

国内送金

非農民所得

農村農民所得

第1次産業総生産

非 1次産業総生産
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人
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